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まとめ資料比較表 〔17条 原子炉冷却材圧力バウンダリ〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 

相違No. 相違理由

① RCPB拡大範囲抽出配管の相違

② 島根２号炉のほう酸水注入ラインついては，RCPBから除外される

③
島根２号炉は，建設当初からRCPB配管，弁をクラス１機器として設計・製作及び検査を実施しているため，問題ない旨の記載をしている。一方で，東海第二は同範囲を従来クラス
２として評価を実施していたため，クラス１として評価を行う旨の記載としている。

　比較表において，相違理由を類型化したものについて以下にまとめて記載する。下記以外の相違については，備考欄に相違理由を記載する。

1
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

4．別添 

別添１ 柏崎刈羽原子力発電所６号及び７号炉 

運用，手順等説明資料 

原子炉冷却材圧力バウンダリ 

4. 別添 

 別添 1 東海第二発電所  

運用，手順等説明資料  

原子炉冷却材圧力バウンダリ 

４．別添 

別添１ 島根原子力発電所２号機 

    運用，手順等説明資料 

    原子炉冷却材圧力バウンダリ 

 

 

 ＜概 要＞ 

1. において，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造

及び設備の基準に関する規則」（以下「設置許可基準規則」とい

う。），「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規

則」（以下「技術基準規則」という。）の追加要求事項を明確化す

るとともに，それら要求に対する東海第二発電所における適合性

を示す。 

2. において，設計基準事故対処設備について，追加要求事項に適

合するために必要となる機能を達成するための設備又は運用等に

ついて説明する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・記載方針の相違 

【東海第二】 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

1．基本方針 

1.1 要求事項の整理 

原子炉冷却材圧力バウンダリについて，設置許可基準規則第 17条

並びに技術基準規則第 27 条及び第 28 条において，追加要求事項

を明確化する（第１表）。 

 

1. 基本方針 

1.1 要求事項の整理 

  原子炉冷却材圧力バウンダリに関する設置許可基準規則第 17

条並びに技術基準規則第 27 条及び第 28 条の要求事項を第 1-1

表に示し，追加要求事項を明確化する。 

 

１. 基本方針 

1.1 要求事項の整理 

 原子炉冷却材圧力バウンダリについて，設置許可基準規則第 17

条並びに技術基準規則第 27 条及び第 28 条において，追加要求事

項を明確化する。（表１） 

 

 

第１表 設置許可基準規則第17条並びに技術基準規則第27条及び

第28条 要求事項 

 

第 1-1表 設置許可基準規則第 17条並びに技術基準規則第 27条

及び第 28条の要求事項 

 

 

 

 

 

 

表１ 設置許可基準規則第 17 条並びに技術基準規則第 27 条及び

第 28条 要求事項 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 1.2 追加要求事項に対する適合性 

 (1) 位置，構造及び設備 

  (3) その他の主要な構造 

（ⅰ） 本発電用原子炉施設は，(1)耐震構造，(2)耐津波構造に加

え，以下の基本的方針のもとに安全設計を行う。 

ａ．設計基準対象施設 

（l） 原子炉冷却材圧力バウンダリ 

原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器（安全施設

に属するものに限る）は，以下を考慮した設計とする。 

通常運転時，運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事

故時に生ずる衝撃，炉心の反応度の変化による荷重の増加

その他の原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器に加

わる負荷に耐える設計とする。 

原子炉冷却材の流出を制限するために隔離装置を有する

設計とする。 

通常運転時，運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事

故時に瞬間的破壊が生じないよう，十分なじん性を有する

設計とする。 

原子炉冷却材圧力バウンダリからの原子炉冷却材の漏え

いを検出する装置を有する設計とする。 

なお，原子炉冷却材圧力バウンダリに含まれる接続配管

の範囲は，以下とする。 

（一） 通常時開及び事故時閉となる弁を有するものは，原子

炉側からみて，第二隔離弁を含むまでの範囲とする。 

（二） 通常時又は事故時に開となるおそれがある通常時閉及

び事故時閉となる弁を有するものは，原子炉側からみ

て，第二隔離弁を含むまでの範囲とする。 

（三） 通常時閉及び事故時閉となる弁を有するもののうち，

(二)以外のものは，原子炉側からみて，第一隔離弁を

含むまでの範囲とする。 

（四） 通常時閉及び原子炉冷却材喪失時開となる弁を有する

非常用炉心冷却系等も（一）に準ずる。 

（五） 上記において「隔離弁」とは，自動隔離弁，逆止弁，

通常時ロックされた閉止弁及び遠隔操作閉止弁をいう。 

なお，通常時閉，事故時閉となる手動弁のうち個別に施

錠管理を行う弁は，開となるおそれがなく，上記（三）に

該当するものとする。 

 

 ・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，追加要

求について 2.解釈変更

に対する適合方針にて

記載 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 (2) 安全設計方針 

該当なし 

 

 (3) 適合性説明 

第十七条 原子炉冷却材圧力バウンダリ 

発電用原子炉施設には，次に掲げるところにより，原子炉冷

却材圧力バウンダリを構成する機器（安全施設に属するものに

限る。以下この条において同じ。）を設けなければならない。 

一 通常運転時，運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時

に生ずる衝撃，炉心の反応度の変化による荷重の増加その他の

原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器に加わる負荷に耐

えるものとすること。 

二 原子炉冷却材の流出を制限するため隔離装置を有するもの

とすること。 

三 通常運転時，運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時

に瞬間的破壊が生じないよう，十分な破壊じん性を有するもの

とすること。 

四 原子炉冷却材圧力バウンダリからの原子炉冷却材の漏えい

を検出する装置を有するものとすること。 

 

 

 適合のための設計方針 

第１項について 

原子炉冷却材圧力バウンダリは，次の範囲の機器及び配管と

する。 

（1）原子炉圧力容器及びその付属物（本体に直接付けられるも

の及び制御棒駆動機構ハウジング等） 

（2）原子炉冷却材系を構成する機器及び配管(一次冷却材設備

系配管及び弁） 

（3） 接続配管 

a. 通常時開及び事故時閉となる弁を有するものは，原子炉側か

らみて，第二隔離弁を含むまでの範囲とする。 

b. 通常時又は事故時に開となるおそれがある通常時閉及び事

故時閉となる弁を有するものは，第二隔離弁を含むまでの範

囲とする。 

c. 通常時閉及び事故時閉となる弁を有するもののうち，b. 以

外のものは，原子炉側からみて，第一隔離弁を含むまでの範

囲とする。 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

d. 通常時閉及び原子炉冷却材喪失時開となる弁を有する非常

用炉心冷却系等も a.に準ずる。 

e. 上記において「隔離弁」とは，自動隔離弁，逆止弁，通常時

ロックされた閉止弁及び遠隔操作閉止弁をいう。なお，通常

時閉及び事故時閉となる手動弁のうち，個別に施錠管理を行

う弁は，開となるおそれがなく，上記 c.に該当するものとす

る。 

原子炉冷却材圧力バウンダリの拡大範囲（以下「拡大範囲」と

いう。）となる残留熱除去系停止時冷却系供給ライン及び残留熱

除去系停止時冷却系戻りラインについては，従来クラス２機器と

していたが，上記 b .に該当するため，原子炉冷却材圧力バウン

ダリ範囲としてクラス１機器における要求を満足することを確

認する。 

拡大範囲については，クラス１機器の供用期間中検査を継続的

に行い，健全性を確認する。 

 

 第 1項第 1号及び第 2号について  

 通常運転時において，出力運転中，圧力制御系により原子炉

圧力を一定に保持する設計とする。原子炉起動，停止時の加熱・

冷却率を一定の値以下に抑える等の配慮をする。 

タービントリップ，主蒸気隔離弁閉止等の運転時の異常な過渡

変化時において，「主蒸気止め弁閉」，「主蒸気隔離弁閉」等によ

る原子炉スクラムのような安全保護回路を設け，また主蒸気逃が

し安全弁を設けること等により，原子炉冷却材圧力バウンダリ過

渡最大圧力が原子炉冷却材圧力バウンダリの最高使用圧力であ

る 8.62MPaの 1.1倍の圧力 9.48MPaを超えない設計とする。 

設計基準事故時において，原子炉冷却材圧力バウンダリの健全

性が問題となる可能性があるものとして，制御棒落下がある。こ

れについては「原子炉出力ペリオド短」，「中性子束高」等の原子

炉スクラム信号を発する安全保護回路を設け，制御棒落下速度リ

ミッタ，制御棒価値ミニマイザなどの対策とあいまって，事故時

の燃料の二酸化ウランの最大エンタルピを抑え，原子炉冷却材圧

力バウンダリの健全性を確保できる設計とする。 

原子炉冷却材圧力バウンダリとならない部分からの異常な漏

えいが生じた場合において，原子炉冷却材の喪失を停止させるた

め，配管系の通常運転時の状態及び使用目的を考慮し，適切な隔

離弁を設ける設計とする。 
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 第 1項第 3号について  

通常運転時，運転時の異常な過渡変化時，保修時，試験時及び

設計基準事故時における原子炉冷却材圧力バウンダリの脆性的

挙動及び急速な伝播型破断の発生を防止するために，フェライト

系鋼で製作する機器に対しては，材料選択，設計，製作及び試験

に特別の注意を払う。 

（使用材料管理） 

溶接部を含む使用材料に起因する不具合や欠陥の介在を防止す

るため次の管理を行う。 

(1) 材料仕様 

(2) 機器の製造・加工・工程 

(3) 非破壊検査の実施 

(4) 破壊靱性の確認（関連温度の妥当性の確認，原子炉圧力容

器材料のテスト・ピースによる衝撃試験の実施） 

（使用圧力・温度制限） 

フェライト系鋼製機器の非延性破壊や，急速な伝播型破断を防

止するため比較的低温で加圧する水圧試験時には加える圧力に

応じ，最低温度の制限を加える。 

（使用期間中の監視） 

供用期間中の定期的検査（溶接部等の非破壊検査，耐圧部の耐

圧，漏えい試験）を実施し，構成機器の構造や気密の健全性を評

価し，また，欠陥の発生の早期発見のため，漏えい検出系を設置

して監視を行えるよう設計する。  

また，原子炉圧力容器の母材，熱影響部及び溶着金属につい

ては，試験片を原子炉圧力容器内に挿入して，原子炉圧力容器

と同様な条件で照射し，定期的に取出し衝撃試験を行い破壊靭

性の確認を行う。 

  

 第 1項第 4号について 

通常運転時，原子炉冷却材圧力バウンダリからの冷却材の漏えい

は，格納容器床ドレン流量，格納容器機器ドレン流量及び格納容

器内雰囲気中の核分裂生成物の放射能の測定により，約 3.8転時，

原子炉の漏えいを 1時間以内に検出できるよう設計する。 

  

 1.3 気象等 

該当なし 

  

 1.4 設備等（手順等含む） 

5．原子炉冷却系統施設 

5.1 原子炉圧力容器及び一次冷却材設備 

5.1.1 通常運転時等 
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5.1.1.4 主要設備 

5.1.1.4 弁 類 

原子炉冷却系の弁類として，主蒸気隔離弁，逃がし安全弁，

給水隔離弁，ベント弁，ドレン弁，逆止弁等を設け，このう

ち主要な弁については，中央制御室に弁の開閉表示を行う。 

原子炉圧力容器及び一次冷却材設備に接続され，その一部

が原子炉冷却材圧力バウンダリを形成する配管系に関して原

則として，次のとおり隔離弁を設ける。 

 

a. 通常時開及び事故時閉の場合は 2個の隔離弁 

b. 通常時開及び事故時開となるおそれがある通常時閉及び事

故時閉の場合は 2個の隔離弁 

c. 通常時閉及び事故時閉のうち b.以外の場合は１個の隔離弁 

d. 通常時閉及び事故時開の非常用炉心冷却系等は a.に準ず

る。 

ここで「隔離弁」とは，自動隔離弁，逆止弁，通常時ロックされ

た閉止弁及び遠隔操作閉止弁をいう。 

 5.1.1.5 手順等 

原子炉冷却材圧力バウンダリについては，以下の内容を

含む手順を定め，適切な管理を行う。 

 (1) 原子炉再循環系ＣＵＷ入口ドレンラインの弁については，

通常時又は事故時開となるおそれがないように施錠管理によ

るハンドルロックを実施する。 

  

 5.1.1.6 評価 

(1) 原子炉冷却系統施設は，通常運転時，運転時の異常な過渡

変化時及び設計基準事故時において，残留熱除去系及び非

常用炉心冷却系と相まって炉心を冷却できる設計としてい

る。 

(2) 原子炉冷却系の圧力は，逃がし安全弁の設置により通常運

転時及び運転時の異常な過渡変化時において最高使用圧力

の1.1倍以下にできる設計としている。 

(3) 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器は，原子力規

制委員会規則等に基づき，最低使用温度を考慮して，非延

性破壊を防止できる設計としている。 

(4) 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器及び配管は，

通常運転時，運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故

時に想定される圧力，温度等を考慮し，地震時に生じる荷

重をも適切に重ね合わせ，変動時間，繰り返し回数等の過
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渡条件を想定し，材料疲労や腐食を考慮しても健全性を損

なわない構造強度を有する設計としている。 

(5) 原子炉冷却系を構成する系統及び機器は，通常運転時及び

運転時の異常な過渡変化時に健全性を損なわない構造強度

を有し，かつその支持構造物は，温度変化による膨張収縮

に伴う変位を吸収し得る設計としている。 

(6) 原子炉冷却系の配管は，配置上の考慮を払うとともに必要

に応じて適宜配管むち打ち防止対策等を行い，想定される

配管破断時に安全上重要な施設の機能が損なわれることの

ない設計としている。 

(7) 原子炉冷却材圧力バウンダリからの漏えいが生じた場合

に，その程度を適切かつ早期に判断し得るよう漏えい監視

装置を設ける設計としている。 

(8) 下記の試験検査を行うことができる設計としている。 

ａ．原子炉冷却材圧力バウンダリ供用期間中検査 

ｂ．原子炉構造材監視試験 

ｃ．主蒸気隔離弁作動試験 

ｄ．主蒸気隔離弁機能試験 

ｅ．主蒸気隔離弁漏えい率試験 

ｆ．逃がし安全弁設定圧確認試験 

 6. 計測制御系統施設 

6.3 原子炉プラント・プロセス計装 

6.3.1 概要 

発電用原子炉の適切かつ安全な運転のため，核計装のほか

に，発電用原子炉施設の重要な部分にはすべてのプロセス計

装を設ける。原子炉プラント・プロセス計装は，温度，圧力，

流量及び水位等を測定及び指示するものであるが，一部を除

き必要な指示及び記録計器は，すべて中央制御室に設置する。 

  

原子炉プラント・プロセス計装は，原子炉圧力容器計装，

再循環回路計装，原子炉給水及び蒸気系計装，制御棒駆動機

構計装及びそのほかの計装から構成されている。 

発電用原子炉の停止，炉心冷却及び放射性物質の閉じ込め

の機能の状況を監視するために必要なパラメータは，設計基

準事故時においても監視でき確実に記録及び保存ができる。 

  

 6.3.2 設計方針 

 (4) 原子炉冷却材圧力バウンダリからの原子炉冷却材の漏え

いがあった場合，その漏えいを検出するのに必要なプロセ
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ス計装を設ける。 

 6.3.4 主要設備 

 (5) 漏えい検出系計装 

原子炉冷却材圧力バウンダリからの冷却材の漏えいは，

格納容器床ドレン流量，格納容器機器ドレン流量及び格納

容器雰囲気中の核分裂生成物の放射性物質濃度の測定によ

り約3.8L/minの漏えいを1時間以内に検出できるようにす

る。測定値は，指示するとともに，冷却材の漏えい量が多

い場合には警報を出す。 

  

2．解釈変更に対する適合方針 

2.1 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の抽出 

原子炉冷却設備に接続され，その一部が原子炉冷却材圧力バウ

ンダリを形成する配管系には，原子炉冷却材圧力バウンダリとな

らない部分からの異常な漏えいが生じた場合において，原子炉冷

却材の流出を制限するため，その配管系を通じての漏えいが，通

常運転時の制御棒駆動水圧系／原子炉隔離時冷却系ポンプによる

補給水量等を考慮し，許容できる程度に小さいものを除いて，次

のとおり隔離弁を設ける。 

a． 通常運転時開，事故時閉の場合は２個の隔離弁 

b． 通常運転時閉，事故時閉の場合は１個の隔離弁 

c． 通常運転時閉，事故時開の非常用炉心冷却設備等は a．に

準ずる。 

なお，b．に準ずる隔離弁において，通常運転時又は事故時に開

となるおそれのある場合は，２個の隔離弁を設ける。ここで，「隔

離弁」とは，自動隔離弁，逆止弁，通常時ロックされた閉止弁及

び遠隔操作閉止弁をいう。また，通常運転時閉，事故時閉となる

手動弁のうち施錠管理を行う弁は，開となるおそれがなく，上記

ｂ．に該当することから，１個の隔離弁を設けるものとする。 

 

2. 原子炉冷却材圧力バウンダリ 

2.1 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の抽出 

  原子炉冷却材系統に接続され，その一部が原子炉冷却材圧力

バウンダリを形成する配管系には，原子炉冷却材圧力バウンダ

リとならない部分からの異常な漏えいが生じた場合において，

原子炉冷却材の流出を制限するため，その配管系を通じての漏

えいが，通常運転時の制御棒駆動水圧系／原子炉隔離時冷却系

ポンプによる補給水量等を考慮し許容できる程度に小さいもの

を除いて，次のとおり隔離弁を設ける。 

a. 通常運転時開，事故時閉の場合は 2個の隔離弁 

b. 通常運転時閉，事故時閉の場合は 1個の隔離弁 

c. 通常運転時閉，事故時開の非常用炉心冷却設備等は a.に

準ずる。 

  なお，b.に準ずる隔離弁において，通常運転時又は事故時に

開となるおそれのある場合は 2個の隔離弁を設ける。ここで「隔

離弁」とは，自動隔離弁，逆止弁，通常時ロックされた閉止弁

及び遠隔操作閉止弁をいう。また，通常運転時閉，事故時閉と

なる手動弁のうち，施錠管理を行う弁は開となるおそれがなく，

上記 b.に該当することから，1個の隔離弁を設けるものとする。 

２. 解釈変更に対する適合方針 

2.1 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の抽出 

原子炉冷却設備に接続され，その一部が原子炉冷却材圧力バウ

ンダリを形成する配管系には，原子炉冷却材圧力バウンダリとな

らない部分からの異常な漏えいが生じた場合において，原子炉冷

却材の流出を制限するため，その配管系を通じての漏えいが，通

常運転時の制御棒駆動水圧系及び原子炉隔離時冷却系による補給

量等を考慮し，許容できる程度に少ないものを除いて，次のとお

り隔離弁を設ける。 

ａ．通常運転時開，事故時閉の場合は２個の隔離弁 

ｂ．通常運転時閉，事故時閉の場合は１個の隔離弁 

ｃ．通常運転時閉，事故時開の非常用炉心冷却設備等はａ．に

準ずる。 

なお，ｂ．に準ずる隔離弁において，通常運転時又は事故時に

開となるおそれのある場合は，２個の隔離弁を設ける。ここで，

「隔離弁」とは，自動隔離弁，逆止弁，通常時ロックされた閉止

弁及び遠隔操作閉止弁をいう。また，通常運転時閉，事故時閉と

なる手動弁のうち施錠管理を行う弁は，開となるおそれがなく，

上記ｂ．に該当することから，１個の隔離弁を設けるものとする。 

 

 

(1) 範囲が拡大される可能性のあるものの抽出 

設置許可基準規則第 17 条第 1 項の解釈（以下，「規則の解釈」

という。）」に基づき，原子炉圧力容器に接続されるすべての配管

系を対象として，従来は原子炉側から見て第１隔離弁までの範囲

としていたものが第２隔離弁を含む範囲に拡大される箇所の有無

について，原子炉冷却材圧力バウンダリ全体を対象に別紙１のフ

ローに基づき確認する。 

このフローに基づき原子炉冷却材圧力バウンダリに接続される

各配管及び弁を選別した結果を別紙２に示す。 

(1) 範囲が拡大される可能性のあるものの抽出 

   設置許可基準規則の解釈第 17条第 1項に基づき，原子炉圧

力容器に接続される全ての配管系を対象として，従来は原子

炉側から見て第 1隔離弁までの範囲としていたものが第 2隔

離弁を含む範囲に拡大される箇所の有無について，原子炉冷

却材圧力バウンダリ全体を対象に別紙 1のフローに基づき確

認した。 

   このフローに基づき原子炉冷却材圧力バウンダリに接続さ

れる各配管及び弁を選別した結果を別紙 2に示す。 

(1) 範囲が拡大される可能性のあるものの抽出 

設置許可基準規則第 17条第１項の解釈（以下「規則の解釈」と

いう。）に基づき，原子炉圧力容器に接続される全ての配管系を系

統図から抽出し，従来は原子炉から第１隔離弁までの範囲として

いたもののうち第２隔離弁を含む範囲に拡大される箇所につい

て，原子炉冷却材圧力バウンダリ全体を対象に別紙１のフローに

基づき確認した。 

このフローに基づき原子炉冷却材圧力バウンダリに接続される

各配管及び弁を選別した結果を別紙２に示す。 
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別紙２に示す通り，原子炉冷却材圧力バウンダリの範囲が拡大

される可能性があるものとして以下のものが抽出された。 

・原子炉冷却材浄化系原子炉圧力容器ヘッドスプレイライン 

・残留熱除去系停止時冷却モード吸込ライン 

・原子炉冷却材浄化系原子炉圧力容器ボトムドレンライン 

・ほう酸水注入ライン 

 

別紙 2に示すとおり，原子炉冷却材圧力バウンダリの範囲が拡

大される可能性があるものとして以下のものが抽出された。 

・原子炉再循環系ＣＵＷ入口ドレンライン 

・残留熱除去系原子炉停止時冷却系供給ライン 

・残留熱除去系原子炉停止時冷却系戻りライン 

 

別紙２に示すとおり，原子炉冷却材圧力バウンダリの範囲が拡

大される可能性があるものとして以下のものが抽出された。 

・残留熱除去系停止時冷却モード戻りライン（Ａ／Ｂ系） 

・残留熱除去系停止時冷却モード抜き出しライン 

・残留熱除去系ヘッドスプレイライン 

・原子炉再循環系ドレンライン（Ａ／Ｂ系） 

・原子炉浄化系原子炉圧力容器ドレンライン 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

RCPB 拡大範囲抽出配

管の相違（以下，①の相

違） 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉のほう酸

水注入ラインについて

は，RCPBから除外され

る（以下，②の相違） 

 

(2) 拡大要否の検討 

原子炉冷却材浄化系原子炉圧力容器ボトムドレンラインの弁

は，施錠により弁ハンドルの固定が行われている手動弁である。 

 

したがって，当該ラインの弁については，弁ハンドルの固定を

行うことで弁の誤操作防止措置を講じており，「通常時又は事故時

において開となるおそれはない」ことから，原子炉冷却材圧力バ

ウンダリの範囲は拡大されないことを確認した。 

 

一方，残留熱除去系停止時冷却モード吸込ライン，原子炉冷却

材浄化系原子炉圧力容器ヘッドスプレイライン，ほう酸水注入ラ

インに設置している隔離弁については，以下の理由から「開とな

るおそれ」が否定できない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a． 残留熱除去系停止時冷却モード吸込ライン 

当該ラインに設置された原子炉冷却材圧力バウンダリを構

(2) 拡大要否の検討 

   原子炉再循環系ＣＵＷ入口ドレンラインの隔離弁は，施錠

により弁ハンドルの固定が行われている手動弁である。 

 

したがって，当該ラインの弁については，弁ハンドルの固定

を行うことで弁の誤操作防止措置を講じており，「通常時又は

事故時において開となるおそれはない」ことから，原子炉冷却

材圧力バウンダリの範囲は拡大されないことを確認した。 

 

   一方，残留熱除去系原子炉停止時冷却系供給ライン，残留

熱除去系原子炉停止時冷却系戻りラインに設置している隔離

弁については，以下の理由から「開となるおそれ」が否定で

きない。 

ａ．残留熱除去系原子炉停止時冷却系供給ライン 

    第 1隔離弁は原子炉圧力が高い場合には開とならないよ

うインターロックを設けているが，中央制御室から遠隔操

作する電動弁であるため，誤動作により開となるおそれが

ある。 

 

  ｂ．残留熱除去系原子炉停止時冷却系戻りライン 

    第 1隔離弁は逆止弁であるため，原子炉圧力が高い場合

には開とならないが，原子炉圧力が低く，残留熱除去系ポ

ンプが起動している場合，開となるおそれがある。 

 

 

(2) 拡大要否の検討 

原子炉再循環系ドレンライン（Ａ／Ｂ系）及び原子炉浄化系原

子炉圧力容器ドレンライン弁は，施錠により弁ハンドルの固定が

行われている手動弁である。 

したがって，当該ラインの弁については，弁ハンドルの固定を

行うことで弁の誤操作防止措置を講じており，「通常時又は事故時

において開となるおそれはない」ことから，原子炉冷却材圧力バ

ウンダリの範囲は拡大されないことを確認した。 

 

一方，残留熱除去系停止時冷却モード戻りライン（Ａ／Ｂ系），

残留熱除去系停止時冷却モード抜き出しライン及び残留熱除去系

ヘッドスプレイラインに設置している隔離弁については，以下の

理由から，「開となるおそれ」が否定できない。 

 

 

 

 

 

 

ａ．残留熱除去系停止時冷却モード戻りライン（Ａ／Ｂ系） 

第１隔離弁は逆止弁であるため，原子炉圧力が高い場合には

開とならないが，原子炉圧力が低く残留熱除去ポンプが起動し

ている場合，開となるおそれがある。 

ｂ．残留熱除去系停止時冷却モード抜き出しライン 

第１隔離弁は，原子炉冷却材圧力が高い場合には開とならな

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①の相違 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①の相違 

 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は後段 b．

で記載している 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

①の相違 

 

・資料構成の相違 

【東海第二】 
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成する隔離弁については，通常運転時閉，事故時閉としてい

る。当該弁については，通常運転時の原子炉停止操作におけ

る減圧後の冷却時に開，また，事故時に原子炉減圧後の長期

冷却を行う際に開とする運用である。 

 

 

 

 

b． 原子炉冷却材浄化系原子炉圧力容器ヘッドスプレイライン 

当該ラインに設置された原子炉冷却材圧力バウンダリを構

成する隔離弁については，通常運転時閉，事故時閉としてい

る。当該弁については，通常運転時の原子炉停止操作におい

て，原子炉圧力容器上部の冷却を行う場合には，開となる。 

 

c． ほう酸水注入ライン 

ほう酸水注入系は，設置許可基準規則第 25条（反応度制御

系統及び原子炉停止系統）において，設置を求められている

系統であることから，設計基準の範疇においても使用する可

能性のある系統であると判断し，「通常時又は事故時に開とな

るおそれがある通常時閉及び事故時閉となる弁を有するも

の」に準ずる系統として，第 2 隔離弁までを原子炉冷却材圧

力バウンダリとする。 

 

よって，残留熱除去系停止時冷却モード吸込ライン，原子

炉冷却材浄化系原子炉圧力容器ヘッドスプレイライン及びほ

う酸水注入ラインについては，第１隔離弁から第２隔離弁を

含むまでの範囲が新たに原子炉冷却材圧力バウンダリとして

拡大されることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

よって，残留熱除去系原子炉停止時冷却系供給ライン，戻りライ

ンについては，第 1 隔離弁から第 2 隔離弁を含むまでの範囲が新

たに原子炉冷却材圧力バウンダリとして拡大されることを確認し

た。 

いようインターロックを設けているが，中央制御室から遠隔操

作する電動弁であるため，開となるおそれがある。 

 

 

ｃ．残留熱除去系ヘッドスプレイライン 

第１隔離弁は逆止弁であるため，原子炉圧力が高い場合には

開とならないが，原子炉圧力が低く残留熱除去ポンプが起動し

ている場合，開となるおそれがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

よって，残留熱除去系停止時冷却モード戻りライン（Ａ／Ｂ

系），残留熱除去系停止時冷却モード抜き出しライン及び残留熱

除去系ヘッドスプレイラインについては，第１隔離弁から第２

隔離弁を含むまでの範囲が原子炉冷却材圧力バウンダリとして

拡大されることを確認した。 

 

東海第二は前段 a．で

記載している 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①の相違 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

①の相違 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 ②の相違 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

①の相違 
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第１図 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2-1図 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（残留熱除去系停止時冷却モード戻りライン（Ａ／Ｂ系）） 

（残留熱除去系停止時冷却モード抜き出しライン） 

 

 

（残留熱除去系ヘッドスプレイライン） 

 

図１ 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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2.2 誤操作防止処置対象弁の運用及び管理について 

弁ハンドルの固定された手動弁（施錠弁）については，チェー

ンで弁ハンドルを固縛した上で南京錠による施錠を施しており，

南京錠の鍵については，当直長の管理のもと，使用及び保管を行

う。また，鍵の保管状況を３ヶ月に１度確認する。 

 

 

 

当該弁については，原子炉格納容器内に設置している手動弁で

あり，通常運転中は現場へのアクセスができないため，開操作を

することはない。 

また，定期検査中においても，作業ごとに作業票とそれに基づ

く操作タグをもちいた管理を行い，定期検査中の点検作業終了時

及び原子炉起動前に当該弁が正常な状態（閉止かつ施錠）である

ことをバルブチェックリストにより確認し，当直長が承認する。 

 

2.2 誤操作防止措置対象弁の運用及び管理について 

  原子炉再循環系ＣＵＷ入口ドレンラインの第 1 隔離弁（原子

炉再循環ポンプ（A）系ＣＵＷ入口ドレン弁及び原子炉再循環ポ

ンプ（B）系ＣＵＷ入口ドレン弁）は，弁ハンドルをチェーンで

固縛した上で南京錠を使用し施錠することで，通常時又は事故

時において開となるおそれがないよう管理している。施錠管理

に用いる鍵の取扱いについては社内規程に定め，発電長が保管，

管理を行う。 

なお，当該弁は格納容器内に設置している手動弁であり，通

常運転中は所員用エアロック等が施錠され，窒素雰囲気である

ことから弁操作場所へのアクセスができない。 

  また，当該弁の定検中の管理については，従来から作業毎に

作業票により適切に管理を行っており，原子炉起動前には弁状

態確認（全閉確認及びトルクチェック）を行っている。加えて，

今後は，弁ハンドルをチェーンで固縛し，施錠を実施する。 

2.2 誤操作防止措置対象弁の運用及び管理について 

弁ハンドルの固定された手動弁（施錠弁）については，運転管

理手順書に定め，チェーンで弁ハンドルを固縛した上で南京錠に

よる施錠を施しており，南京錠の鍵については，当直長の管理の

もと，使用及び保管を行う。また，鍵の保管状況の定期的な確認

を月２回実施する。 

 

 

当該弁については，原子炉格納容器内に設置している手動弁で

あり，通常運転中は現場へのアクセスができないため，開操作を

することはない。 

また，定期検査中においても，作業ごとに作業票とそれに基づ

く操作タグをもちいた管理を行い，定期検査中の点検作業終了時

及びプラント起動に伴う原子炉格納容器閉鎖前に当該弁の全閉か

つ施錠されていることをバルブチェックリストにより確認し，当

直長が承認する。 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，定期確

認を月２回と定めてい

る 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は定期確

認周期を記載する 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２図 弁施錠状態の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2-2図 原子炉再循環ポンプ（A）系ＣＵＷ入口ドレン弁 施錠

状態 

 

 

 

図２ 弁施錠状態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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表２ 手動弁の施錠管理リスト 

 

※１ 原子炉冷却材浄化系原子炉圧力容器ヘッドスプレイライン，

残留熱除去系停止時冷却モード吸込ライン及びほう酸水注

入ラインを除く 

※２ 原子炉冷却材圧力バウンダリ図（別紙２）の凡例による。 

 

第 2-1表 手動弁の管理リスト 

 

※1：通常時又は事故時において開となるおそれはないもの。 

※2：原子炉冷却材圧力バウンダリ概要図（別紙2）の凡例③によ

る。 

 

表２ 手動弁の施錠管理リスト 

 

※１ 残留熱除去系停止時冷却モード戻りライン（Ａ／Ｂ系），残

留熱除去系停止時冷却モード抜き出しライン及び残留熱除

去系ヘッドスプレイラインは除く。 

※２ 原子炉冷却材圧力バウンダリ図（別紙２）の凡例による。 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

2.3 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の配管・弁の仕様につ

いて 

原子炉冷却材圧力バウンダリ範囲拡大に伴い，新たに原子炉冷

却材圧力バウンダリとなる配管・弁については，建設時にクラス

１機器として設計・製作を行っている。この時にクラス１機器と

して工事計画の認可を受け，使用前検査（材料検査，寸法検査，

外観検査，据付検査，強度・漏えい検査）にも合格しており，現

在に至るまでクラス１機器として扱っている。なお，当該ライン

の仕様は表３～表 14 の通り。 

 

2.3 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の配管・弁の仕様につ

いて 

  新たに原子炉冷却材圧力バウンダリとなる配管・弁の仕様を

第 2-2表～第 2-5表に示す。これにより，新たに原子炉冷却材

圧力バウンダリとなる配管・弁の設計仕様が，従来の原子炉冷

却材圧力バウンダリ内の系統の設計仕様（最高使用圧力，最高

使用温度）と同じであることを確認した。 

  また，新たに原子炉冷却材圧力バウンダリとなる配管・弁の

材料がクラス 1機器の材料として適切であることを確認した。 

 

2.3 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の配管・弁の仕様につ

いて 

原子炉冷却材圧力バウンダリ範囲拡大に伴い，新たに原子炉冷却

材圧力バウンダリとなる配管・弁については，建設時にクラス１

機器として設計・製作を行っている。この時にクラス１機器とし

て工事計画の認可を受け，使用前検査（材料検査，寸法検査，外

観検査，据付検査，強度・漏えい検査）にも合格しており，現在

に至るまでクラス１機器として扱っている。なお，当該ラインの

仕様は表３～表８のとおり。 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，建設当

初から RCPB 配管，弁を

クラス１機器として設

計・製作及び検査を実施

しているため，問題ない

旨の記載をしている。一

方で，東海第二は同範囲

を従来クラス２として

評価を実施していたた

め，クラス１として評価

を行う旨の記載として

いる（以下，③の相違） 
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表３ KK6残留熱除去系停止時冷却モード吸込ラインの配管の仕様 

 

 

 

第 2-2表 残留熱除去系停止時冷却系供給ラインの配管の仕様 

 

表３ 残留熱除去系停止時冷却モード抜き出しラインの配管仕様 

 

※１ クラスＭＣ容器として設計しているが，原子炉冷却材圧力

バウンダリと同等の設計条件（最高使用圧力，最高使用温

度）としている。 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

表４ KK6残留熱除去系停止時冷却モード吸込ラインの弁の仕様 

 

 

 

 

第 2-3表 残留熱除去系停止時冷却系供給ラインの弁の仕様 

 

表４ 残留熱除去系停止時冷却モード抜き出しラインの弁仕様 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

表５ KK6原子炉冷却材浄化系原子炉圧力容器ヘッドスプレイライ

ンの配管の仕様 

 

 

第 2-4表 残留熱除去系停止時冷却系戻りラインの配管の仕様 

 

表５ 残留熱除去系停止時冷却モード戻りライン（Ａ／Ｂ系）の

配管仕様 

 

※１ クラスＭＣ容器として設計しているが，原子炉冷却材圧力

バウンダリと同等の設計条件（最高使用圧力，最高使用温

度）としている。 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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表６ KK6原子炉冷却材浄化系原子炉圧力容器ヘッドスプレイライ

ンの弁の仕様 

 

 

 

 

第 2-5表 残留熱除去系停止時冷却系戻りラインの弁の仕様 

 

表６ 残留熱除去系停止時冷却モード戻りライン（Ａ／Ｂ系）の

弁仕様 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

表７ KK6ほう酸水注入ラインの配管の仕様 

 

 

 

  

表７ 残留熱除去系ヘッドスプレイラインの配管仕様 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

表８ KK6ほう酸水注入ラインの弁の仕様 

 

 

  

表８ 残留熱除去系ヘッドスプレイラインの弁仕様 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

表９ KK7残留熱除去系停止時冷却モード吸込ラインの配管の仕様 

 

 

  ・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

表 10 KK7残留熱除去系停止時冷却モード吸込ラインの弁の仕様 

 

※１ クラス MC 容器として設計しているが，原子炉冷却材圧力バ       

  ・設備の相違 

【柏崎 6/7】 
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ウンダリと同等の設計条件（最高使用圧力，最高使用温度）

としている。 

 

表 11 KK7原子炉冷却材浄化系原子炉圧力容器ヘッドスプレイライ

ンの配管の仕様 

 

 

  ・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

表 12 KK7原子炉冷却材浄化系原子炉圧力容器ヘッドスプレイライ

ンの弁の仕様 

 

 

 

  ・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

表 13 KK7ほう酸水注入ラインの配管の仕様 

 

 

 

  ・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

表 14 KK7ほう酸水注入ラインの弁の仕様 

 

※１ クラス MC 容器として設計しているが，原子炉冷却材圧力バ

ウンダリと同等の設計条件（最高使用圧力，最高使用温度）

としている。 

 

 

 

  ・設備の相違 

【柏崎 6/7】 
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2.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の配管・弁の強度につ

いて 

原子炉冷却材圧力バウンダリ範囲の拡大に伴い，新たに原子炉

冷却材圧力バウンダリとなる配管，弁については，建設時にクラ

ス１機器として設計・製作し，クラス１機器として要求される検

査を実施している。さらに，プラント建設時に工事計画の認可を

受け，使用前検査（材料検査，寸法検査，外観検査，据付検査，

強度・漏えい検査）にも合格しており、現在に至るまでクラス１

機器として扱っている。 

また，当該範囲（格納容器貫通部含む）については，従来より，

耐震Ｓクラスであるため技術基準上の要求事項に変更はなく，上

述の通り，プラント建設時よりクラス１機器として設計している

ため，評価体系（許容値，計算式）も変更する必要はない。 

 

2.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の強度・耐震評価につ

いて 

  新たに原子炉冷却材圧力バウンダリとなる配管・弁について

は，従来クラス 2としての強度・耐震評価を実施していたが，

原子炉冷却材圧力バウンダリ範囲の拡大に伴い，以下のとおり，

クラス 1としての基準地震動Ｓsを用いた強度・耐震評価を行

い，技術基準規則の要求を満足していることを確認する。なお，

強度・耐震評価の結果，クラス 1の要求事項を満足できない場

合は，改造等により技術基準へ適合することを確認していく。 

 

2.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の配管・弁の強度につ

いて 

原子炉冷却材圧力バウンダリ範囲の拡大に伴い，新たに原子炉

冷却材圧力バウンダリとなる配管，弁については，建設時にクラ

ス１機器として設計・製作し，クラス１機器として要求される検

査を実施している。さらに，プラント建設時に工事計画の認可を

受け，使用前検査（材料検査，寸法検査，外観検査，据付検査，

強度・漏えい検査）にも合格しており，現在に至るまでクラス１

機器として扱っている。 

また，当該範囲（格納容器貫通部含む）については，従来より，

耐震Ｓクラスであるため技術基準上の要求事項に変更はなく，上

述のとおり，プラント建設時よりクラス１機器として設計してい

るため，評価体系（許容値，計算式）も変更する必要はない。 

・設備の相違 

【東海第二】 

③の相違 

 

 

 

 

 

   (1) 強度評価 

 

また評価上は，クラス 2とクラス 1では規格計算式，許容値も

異なる。 

  

 (2) 耐震評価 

   当該ラインは，従来より耐震Ｓクラスであるため技術基準

規則の要求事項に変更はない。 

   ただし，強度評価と同様に評価体系（許容値，計算式）が

異なる。 
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2.5 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の配管・弁の保全方法

について 

新たに原子炉冷却材圧力バウンダリに組み込まれた配管・弁に

ついては，従来はクラス２機器として供用期間中検査を実施して

いることから，今後は，クラス１機器として供用期間中検査に組

み込み，検査を行っていく。 

なお，クラス１機器の供用期間中検査に新たに組み込まれた部

位については，クラス１機器としての現時点での健全性を確認す

るために，今施設定期検査時に全数の検査を実施する。 

クラス２機器からクラス１機器へ組み込まれることに伴う試験

方法の変更内容を表 15～17に示す。また，これまでに実施した供

用前検査（ＰＳＩ），供用期間中検査（ＩＳＩ）の内容についても

合わせて示す。 

2.5 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の配管・弁の保全方法

について 

  新たに原子炉冷却材圧力バウンダリとなる配管・弁について

は，日本機械学会「発電用原子力設備規格 維持規格 2008年度

版」（以下「維持規格」という。）に基づくクラス 1機器供用期

間中検査に組込み，検査を実施していく必要がある。 

  東海第二発電所では，新たに原子炉冷却材圧力バウンダリと

なる配管・弁について，従来よりクラス 1機器供用期間中検査

に組込み検査を実施していることを確認した。 

  このため，拡大範囲の検査に変更はなく今後も継続して同様

の検査を実施する。（第 2-6表） 

2.5 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の配管・弁の保全方法

について 

新たに原子炉冷却材圧力バウンダリとなる配管・弁について

は，非破壊検査（下表のＮｏ．１～６）については，従来より

クラス１機器の供用期間中検査（以下，「ＩＳＩ」という。）を

実施していることを確認した。このため，今後も継続して同様

の検査を実施する。 

漏えい試験（下表のＮｏ．７）については，従来クラス２機

器のＩＳＩを実施している※ため，今後はクラス１機器のＩＳＩ

に組み込み検査を行うとともに，クラス１機器としての現在の

健全性を確認しておくため，今定期検査時にも検査を実施する。 

※ プラント供用開始後は，JEAC4602に基づき内側隔離弁まで

を原子炉冷却材圧力バウンダリとし，当該範囲に対してク

ラス１機器ＩＳＩを実施していた。

なお，残留熱除去系停止時冷却モード戻りライン（Ａ／Ｂ

系）の原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲については，

従来よりクラス１機器のＩＳＩ（ＲＰＶリークテスト）の

際に第１隔離弁（逆止弁）のテスト用バイパス弁を開くこ

とで第２隔離弁まで加圧可能であるため，クラス１機器の

ＩＳＩに含めて漏えい検査を実施している。 

・保全方法の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉はバウン

ダリ拡大範囲となる配

管・弁について，クラス

１ISI の非破壊検査を

実施している 

表 15 KK6/7 残留熱除去系停止時冷却モード吸込ラインの検査項

目 

※１ 全体積が対象。

※２ 漏えい試験における圧力保持範囲は，発電用原子力設備規格

維持規格 

（JSME S NA1-2008）に基づき，従前通り通常の原子炉起

動に要求される弁の開閉状態にて実施する。なお，今回

新たに原子炉冷却材圧力バウンダリとなった範囲につい

ても別途漏えい試験を実施する。  

※３ 建設時に，原子炉冷却材圧力バウンダリ系統圧力の 1.25 倍

以上の圧力にて耐圧試験を実施。 

第 2-6表 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の検査について 

※１ 建設時に，原子炉冷却材圧力バウンダリ系統圧力の 1.25倍

以上の圧力にて耐圧試験を実施。 

※２ 拡大範囲の管と小口径管台（3／4B，1B）との溶接継手は，

維持規格において表面試験が免除されており，漏えい試験

により健全性を確認する。 

表９ クラス１機器供用期間中検査項目 

ＵＴ：超音波探傷試験，ＰＴ：浸透探傷試験，ＶＴ：目視試験（漏

えい試験含む） 

※１ 今定期検査時は，プラント起動前に実施する。

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】
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表 16 KK6/7 原子炉冷却材浄化系ヘッドスプレイラインの検査項

目 

 

※１ 第２隔離弁までの範囲まで社内自主としてＰＳＩを実施。 

※２ 全体積を対象。 

※３ 漏えい試験における圧力保持範囲は，発電用原子力設備規格

維持規格（JSME S NA1-2008）に基づき，従前通り通常の原

子炉起動に要求される弁の開閉状態にて実施する。なお，今

回新たに原子炉冷却材圧力バウンダリとなった範囲につい

ても別途漏えい試験を実施する。 

※４ 建設時に，原子炉冷却材圧力バウンダリ系統圧力の 1.25 倍

以上の圧力にて耐圧試験を実施。 

  ・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

表 17 KK6/7 ほう酸水注入ラインの検査項目 

 

※１ 第２隔離弁までの範囲まで社内自主としてＰＳＩを実施。 

※２ 漏えい試験における圧力保持範囲は，発電用原子力設備規格

維持規格（JSME S NA1-2008）に基づき，従前通り通常の原子

炉起動に要求される弁の開閉状態にて実施する。なお，今回

新たに原子炉冷却材圧力バウンダリとなった範囲についても

別途漏えい試験を実施する。 

※３ 建設時に，原子炉冷却材圧力バウンダリ系統圧力の 1.25 倍

以上の圧力にて耐圧試験を実施。 

  ・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

2.6 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の配管・弁の漏えい検

査方法，手順 

原子炉冷却材圧力バウンダリの拡大範囲に対する漏えい検査の

方法及び手順については，「日本機械学会 発電用原子力設備規格 

維持規格（2008 年版）JSME S NA1-2008」に基づき，実施する。 

 2.6 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の配管・弁の漏えい検

査方法，手順 

原子炉冷却材圧力バウンダリの拡大範囲に対する漏えい検査の

方法及び手順については，「日本機械学会 発電用原子力設備規格 

維持規格（2008 年版）JSME S NA1-2008」に基づき実施するが，

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，RCPB

拡大範囲の漏えい検査

について記載する 
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このため，クラス１機器の供用期間中検査における漏えい検査

の圧力保持範囲は，原子炉起動に要求される開閉状態とする。な

お，今回新たに原子炉冷却材圧力バウンダリとなった範囲につい

ても別途漏えい試験を実施する。 

 

クラス１機器のＩＳＩ（ＲＰＶリークテスト）の圧力保持範囲に

ついては，今回新たに原子炉冷却材圧力バウンダリとなった範囲

を含めた上で，漏えい確認箇所の対象とする。 

なお，当該ラインはプラント建設時の使用前検査において，ク

ラス１機器として，耐圧・漏えい検査を実施している。その後に

おいても，これまでクラス２機器のＩＳＩにて漏えい検査を実施

している※。 

※ 残留熱除去系停止時冷却モード戻りライン（Ａ／Ｂ系）の

原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲については，従来よ

りクラス１機器のＩＳＩ（ＲＰＶリークテスト）の際に第

１隔離弁（逆止弁）のテスト用バイパス弁を開くことで第

２隔離弁まで加圧可能であるため，クラス１機器のＩＳＩ

に含めて漏えい検査を実施している。 

 

・保全方法の相違 

【柏崎 6/7】 

クラス１ISI の漏え

い検査の圧力保持範囲

は，RCPB 拡大範囲を含

めて検査を実施する 

 

第３図 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大概念図 

 

 

 

図３ 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.7 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の配管・弁の品質保証

上の取り扱い 

原子炉冷却材圧力バウンダリ範囲の拡大に伴い，新たに原子炉

冷却材圧力バウンダリとなる配管，弁については，建設時にクラ

ス１機器として設計・製作し，クラス１機器として要求される検

査を実施している。また，プラント建設時に工事計画の認可を受

け，使用前検査（材料検査，寸法検査，外観検査，据付検査，強

度・漏えい検査）並びに溶接検査に合格している。従って，供用

開始前における当該範囲の品質保証上の取扱いは，従来の原子炉

冷却材圧力バウンダリと同一である。 

なお，供用期間中検査については，2.5 項に記載の通り，従来

2.6 原子炉冷却材圧力バウンダリ範囲拡大に伴う配管，弁等の品

質保証及び検査内容の変更について 

 (1) クラスに対する品質保証上の取扱いについて 

   今回，新たに原子炉冷却材圧力バウンダリ範囲拡大となる

残留熱除去系停止時冷却系供給ライン，戻りラインの配管，

弁等について，製造・据付時における重要度クラスによる品

質保証上の違いについて整理した。 

  ａ．製造プロセス 

    当該ラインの配管，弁について，製造メーカにおける製

造プロセスを確認した結果，クラス 1機器とクラス 2機器

では，非破壊検査の項目以外は製造時のプロセスは同一で

2.7 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の配管・弁の品質保証

上の取り扱い 

原子炉冷却材圧力バウンダリ範囲の拡大に伴い，新たに原子

炉冷却材圧力バウンダリとなる配管，弁については，建設時に

クラス１機器として設計・製作し，クラス１機器として要求さ

れる検査を実施している。また，プラント建設時に工事計画の

認可を受け，使用前検査（材料検査，寸法検査，外観検査，据

付検査，強度・漏えい検査）並びに溶接検査に合格している。

したがって，当該範囲の品質保証上の取扱いは，従来の原子炉

冷却材圧力バウンダリと同一である。 

なお，供用期間中検査については，2.5 項の記載のとおり，

・設備の相違 

【東海第二】 

③の相違 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，従来か

ら RCPB 拡大範囲をクラ
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クラス２機器として検査を実施していたことから，今後は，クラ

ス１機器として供用期間中検査に組み込み，検査を行う。 

ある。 

 

 

従来クラス２機器として検査を実施していた範囲について，今

後は，クラス１機器として供用期間中検査に組み込み，検査を

行う。 

ス１ISI の非破壊検査

を実施し，漏えい検査は

クラス２ISI を実施し

ている 

 

 第 2-7表 メーカにおけるクラス 1機器とクラス 2機器の製造プ

ロセスの比較 

 

※１：素材非破壊検査の要求が一部異なるが，それ以外の製造プ

ロセスは同一 

  

   ｂ．据付プロセス 

    当該ラインの据付を施工するメーカはプラントメーカの

みであり，据付時はクラス 1機器及びクラス 2機器におい

ても同じ要領による作業フローで実施しており，非破壊検

査の項目以外は据付時のプロセスは同一である。 

    また，据付時の使用前検査及び溶接事業者検査の検査項

目についても重要度クラスでの差異はない。 

  以上のことから，製造・据付プロセスにおいて，クラス 1

機器及びクラス 2機器での非破壊検査の項目は異なるが，当

該ラインの配管，弁等については，クラス 1機器と同じ系統

仕様，構造，型番であり，同一の製造・据付プロセスである

ことから品質においてもクラス 1機器と同等であると考え

る。 

  

 (2) 残留熱除去系停止時冷却系供給ライン，戻りライン配管及び

弁の検査項目について 

   残留熱除去系停止時冷却系供給ライン，戻りライン配管及

び弁の製作・据付時における検査を第 2-8表に示す。 

 

 

  ａ．配管・弁について 

    当該ラインの配管・弁については，製造メーカにてクラ

ス 1機器に要求される非破壊検査を実施していることを確
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認した。 

 

  ｂ．溶接部について 

    当該ラインの溶接部については，非破壊検査においてク

ラス 1機器との相違があるものの，以下の対応を実施する

ことにより，クラス 1機器と同等であると考える。 

・当該ラインの配管の周溶接継手の一部でＰＴの記録を確

認できなかった（クラス 2配管に対する検査要求はＲＴ

のみで，ＰＴの要求はない）。よって，該当する溶接継

手については念のためＰＴを実施し異常のないことを確

認した。 

・当該ラインの配管には小口径配管（3／4B，1B）を接続す

る管台が溶接されている。クラス 1配管の管台溶接継手

に対しては 1／2ＰＴが要求されているが，従前はクラス

2配管であったことから 1／2ＰＴの要求はなく，供用後

に同様の検査を実施することはできない。 

しかし，管台溶接継手は据付時に最終層ＰＴ及び耐圧試

験にて健全性を確認しており，今後も漏えい試験で継続

的に健全性を確認する。（別紙 3参照） 

 

   以上から，新たに原子炉冷却材圧力バウンダリとなる範囲

は，非破壊検査についてもクラス 1機器と同等の検査を実施

していると考える。 
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 第2-8表 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の検査項目 

 

  

 

 
第 2-3図 残留熱除去系停止時冷却系供給ライン 
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第 2-4図 残留熱除去系停止時冷却系戻りライン 
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第 2-5図 配管の製造プロセスフロー図（例） 
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第 2-6図 配管の据付プロセスフロー図（例） 

  

2.8 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲のうち原子炉格納容器

貫通部の扱い 

原子炉冷却材圧力バウンダリ範囲の拡大に伴い，新たに原子炉

冷却材圧力バウンダリとなる範囲には，原子炉格納容器貫通部が

あり，原子炉格納容器貫通部には，一部に一次冷却材に直接接す

る配管（以下，プロセス配管と称する）が存在する。 

新たに原子炉冷却材圧力バウンダリとなる範囲内の原子炉格納

容器貫通部（プロセス配管含む）については，プラント建設時に

旧告示 501 号に基づき，原子炉格納容器の一部としてクラス MC 

容器の要求事項を満足するように設計し，工事計画の認可を受け

ている。 

このため，プロセス配管についても原子炉格納容器の一部とし

て扱っているが，下記に示す通りクラス１機器相当の性能を有す

ることを確認している。また，供用期間中検査についても，今後

はクラス１機器相当の管理を行う。 

原子炉格納容器貫通部（プロセス配管）と原子炉冷却材圧力バ

ウンダリ範囲の拡大の概念図を第４図に示す。 

 

  

2.8 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲のうち原子炉格納容器

貫通部の扱い 

原子炉冷却材圧力バウンダリ範囲の拡大に伴い，新たに原子炉

冷却材圧力バウンダリとなる範囲には，原子炉格納容器貫通部が

あり，原子炉格納容器貫通部には，一部に原子炉冷却材に直接接

する配管（以下，「プロセス配管」という。）が存在する。 

新たに原子炉冷却材圧力バウンダリとなる範囲内の原子炉格納

容器貫通部（プロセス配管含む）については，プラント建設時に

旧告示 501号に基づき，原子炉格納容器の一部としてクラスＭＣ

容器の要求事項を満足するように設計し，工事計画の認可を受け

ている。 

このため，プロセス配管についても原子炉格納容器の一部とし

て扱っているが，下記に示すとおりクラス１機器相当の性能を有

することを確認している。また，供用期間中検査についても，今

後はクラス１機器相当の管理を行う。 

原子炉格納容器貫通部（プロセス配管）と原子炉冷却材圧力バ

ウンダリ範囲の拡大の概念図を図４に示す。 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は新たに

RCPB となる範囲のう

ち，貫通部の扱いについ

て記載する 
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第４図 原子炉格納容器貫通部（プロセス配管）の概念図 図４ 原子炉格納容器貫通部（プロセス配管）の概念図 

(1) 原子炉格納容器貫通部（プロセス配管）の仕様について

表３，５，７，９，11，13 に記載の通り，プロセス配管は原子

炉冷却材圧力バウンダリと同一の設計条件（最高使用温度，最高

使用圧力）を満足しており，また，クラス１機器に適合する材料

を使用している。 

(1) 原子炉格納容器貫通部（プロセス配管）の仕様について

表３，５に記載のとおり，プロセス配管は原子炉冷却材圧力バウ

ンダリと同一設計条件（最高使用温度，最高使用圧力）を満足し

ており，また，クラス１機器に適合する材料を使用している。 

(2) 原子炉格納容器貫通部（プロセス配管）の強度評価について

プロセス配管が原子炉冷却材圧力バウンダリとしての強度を有

することを確認するために，クラス１配管と同様に強度・耐震評

価を行う。 

確認結果を表 18～20 に示す。 

(2) 原子炉格納容器貫通部（プロセス配管）の強度評価について

プロセス配管が，原子炉冷却材圧力バウンダリとしての強度を

有することを確認するために，クラス１配管と同様に強度・耐震

評価を行う。 

確認結果を表 10～12 に示す。 
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表 18 残留熱除去系停止時冷却モード吸込ライン貫通部の強度・

耐震評価結果 

※１ 最大発生応力は各解析箇所での評価のうち最も厳しい節点

での発生値を記載している｡ 

※２ 地震による応力を含む。

表 10 残留熱除去系停止時冷却モード抜き出しライン貫通部の強

度・耐震評価結果 

※１ 最大発生応力は各解析箇所での評価のうち最も厳しい節点

での発生値を記載している｡ 

※２ 地震による応力を含む。

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

表 19 原子炉冷却材浄化系原子炉圧力容器ヘッドスプレイライン

貫通部の強度・耐震評価結果 

※１ 最大発生応力は各解析箇所での評価のうち最も厳しい節点

での発生値を記載している｡ 

※２ 地震による応力を含む。

表 11 残留熱除去系停止時冷却モード戻りラインＡ系貫通部の強

度・耐震評価結果 

※１ 最大発生応力は各解析箇所での評価のうち最も厳しい節点

での発生値を記載している｡ 

※２ 地震による応力を含む。

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

表 20 ほう酸水注入ライン貫通部の強度・耐震評価結果 

※１ 最大発生応力は各解析箇所での評価のうち最も厳しい節点

での発生値を記載している｡ 

表 12 残留熱除去系停止時冷却モード戻りラインＢ系貫通部の強

度・耐震評価結果 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 
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※２ 地震による応力を含む。 

※３ 一次＋二次応力が許容値を超えるが，弾塑性解析による疲労

評価を実施し，疲労累積係数が１以下であることを確認して

いる｡ 

 

※１ 最大発生応力は各解析箇所での評価のうち最も厳しい節点

での発生値を記載している｡ 

※２ 地震による応力を含む。 

 

表 18～20に示すとおり，プロセス配管に発生する応力が許容値

以下であることを確認した。また，一部の系統において，一次＋

二次応力が許容値を超えるが，弾塑性解析による疲労評価を実施

し，疲労累積係数が１以下となり許容値を満足することを確認し

ている。 

 

 表 10～12に示すとおり，プロセス配管に発生する応力が許容値以

下であることを確認した。 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

(3) 原子炉格納容器貫通部（プロセス配管）の検査方法について 

・製造時検査 

原子炉格納容器貫通部のプロセス配管について，クラス MC 容

器，クラス１機器の製造時における検査項目を表 21 に示す。 

表 21 の通り，クラス MC 容器では製造時の非破壊検査の要求は

ないが，クラス１機器では非破壊検査の要求がある。このように，

要求される検査項目に相違があるものの，プロセス配管は，建設

時に耐圧試験を実施しており，また，クラス１機器と同様の強度・

耐震評価を実施し，クラス１機器相当の性能を有することを確認

している。 

なお，KK6/7 におけるプロセス配管については，製造時に製造

メーカにおいて自主的にクラス１機器として要求される検査を実

施していることを確認している。 

 

 (3) 原子炉格納容器貫通部（プロセス配管）の検査方法 

ａ．製造時検査 

原子炉格納容器貫通部のプロセス配管について，クラスＭＣ容

器，クラス１機器の製造時における検査項目を表 13に示す。 

表 13のとおり，クラスＭＣ容器では製造時の非破壊検査の要求

はないが，クラス１機器では非破壊検査の要求がある。このよう

に，要求される検査項目に相違があるものの，プロセス配管は，

建設時に耐圧試験を実施しており，また，クラス１機器と同様の

強度・耐震評価を実施し，クラス１機器相当の性能を有すること

を確認している。 

なお，島根２号機におけるプロセス配管については，製造時に

製造メーカにおいて自主的にクラス１機器として要求される検査

を実施していることを確認している。 

 

表 21 プロセス配管の検査項目（製造時の検査） 

 

 表 13 プロセス配管の検査項目（製造時の検査） 

 

 

 

・供用期間中検査 

原子炉格納容器貫通部については，これまでもクラス MC 容器

として供用期間中検査（全体漏えい率試験，ＶＴ）を実施してお

り，今後も継続して供用期間中検査を実施していく。 

ただし，原子炉冷却材圧力バウンダリ範囲の拡大に伴い，新た

に原子炉冷却材圧力バウンダリとなるプロセス配管については，

クラス１機器の漏えい試験におけるバウンダリ範囲に含まれてい

ることから，2.6 章の通り，クラス１機器の供用期間中検査とし

 ｂ．供用期間中検査 

原子炉格納容器貫通部については，これまでもクラスＭＣ容器

として供用期間中検査（全体漏えい率試験，ＶＴ）を実施してお

り，今後も継続して供用期間中検査を実施していく。 

ただし，原子炉冷却材圧力バウンダリ範囲の拡大に伴い，新た

に原子炉冷却材圧力バウンダリとなるプロセス配管については，

クラス１機器の漏えい試験におけるバウンダリ範囲に含まれてい

ることから，2.6章のとおり，クラス１機器の供用期間中検査と
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て漏えい試験を実施する。 

なお，プロセス配管と原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する

他の配管・弁との溶接部については，従来よりクラス１機器の溶

接部として扱っていることから，検査方法に変更はない。 

 

して漏えい試験を実施する。 

なお，プロセス配管と原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する

他の配管・弁との溶接部については，従来よりクラス１機器の溶

接部として扱っていることから，検査方法に変更はない。 
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別紙１ 

 

 

原子炉冷却材圧力バウンダリ弁抽出フロー 

 

別紙１ 

 

 

別 1-1図 原子炉冷却材圧力バウンダリ弁抽出フロー 

 

別紙１ 

 

 

 

 

 

原子炉冷却材圧力バウンダリ弁抽出フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

別紙２ 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉 原子炉冷却材圧力バウンダ

リ概要図 

別紙２ 

 

 

別 2-1図 原子炉冷却材圧力バウンダリ概要図 

 

別紙２ 

 

原子炉冷却材圧力バウンダリ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

（凡例）
ⅰ 通常時開，事故時閉となる弁。通常時閉，原子炉冷却材喪失時開となる弁を有する非常用炉心冷却系等。（第２隔離弁まで）
ⅱ 通常時又は事故時に開となるおそれのある通常時閉，事故時閉となる弁。（第２隔離弁まで）
ⅲ 通常時閉，事故時閉となる弁を有するもののうち，ⅱ）以外のもの。(第１隔離弁まで)
ⅳ 「隔離弁」としなくても良いもの。（原子炉の安全上重要な計測又はサンプリング等を行う配管であって，その配管を通じての漏えいが十分許容される程度に少ないもの）

過圧防護の機能を持つ安全弁を設置するためのもの。
従来のＲＣＰＢ範囲
今回追加となるＲＣＰＢ範囲
ＲＣＰＢ範囲外

ほう酸水注入系

Ａ－残留熱除去系

原子炉浄化系

M

M

M

M

M

A

A

Ｂ－残留熱除去系

低圧炉心スプレイ系

高圧炉心スプレイ系

Ａ－残留熱除去系

Ｃ－残留熱除去系

M

M

A

M M

A

A

A

A

原
子
炉
圧
力
容
器

A

Ａ－原子炉給水系

M M M M

MM

MM

M

蒸気タービン

蒸気タービン

蒸気タービン

蒸気タービン

原子炉隔離時冷却系

M

A

Ｂ－原子炉給水系

原子炉圧力容器ベント

Ａ－原子炉再循環ポンプ Ｂ－原子炉再循環ポンプ

Ａ－主復水器

M

M

Ａ－残留熱除去系

M

A

A

A

原子炉格納容器

A

A

A

Ａ,Ｂ－残留熱除去系

MM

Ｂ－残留熱除去系

MA

水圧制御
ユニット

AA

試料採取系

逃がし安全弁

圧力容器計装系

A

AAA

A A

AA

A A A A

A
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 別紙３ 

管台と母管との溶接継手についての今後の点検の妥当性について 

 

 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の小口径配管の管台と母

管の溶接継手については，従前はクラス 2 機器であったため，ク

ラス 1機器の溶接時の検査として要求される 1／2ＰＴ検査を実施

していない。これに鑑み，当該溶接継手の今後の点検の妥当性に

ついて検討した。 

  

・設備の相違 

【東海第二】 

③の相違 

 1. 1／2ＰＴ検査の方法及び検査目的 

  1／2ＰＴ検査とは，溶接深さの 2分の 1の外表面に対して浸

透探傷試験を行う検査であり，溶接深さの 2分の 1における溶

接欠陥を検出することにより，最終層まで溶接した際に内在す

る欠陥を未然に防止するために実施される。（別 3-1図参照） 

  検出される欠陥としては，別 3-1表に示すものがある。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

別 3-1図 1／2ＰＴ概念図 

 

  

 別 3-1表 検出される欠陥の種類 

 

  

溶接深さの1／2の段階で溶接
金属部分の外表面のＰＴを実施

管台

母管
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 2. 想定される内在欠陥 

  別 3-1表の欠陥に対して施工プロセス等を踏まえて以下の観

点から発生の可能性を検討した。 

 (1) 欠陥ごとに対する対策の観点 

  ａ．高温割れ，低温割れ 

    高温割れについては，その発生防止のため，ステンレス

鋼の溶接金属には不純物（リン，硫黄）含有量を低減させ

るとともに，適切なデルタフェライトを含む成分設計とし

ており，施工時においても高温割れ防止のため，溶接金属

や母材熱影響部の強度低下やじん性の低下の観点から層間

温度の上限を管理していることから，高温割れが発生する

可能性は低い。 

    また，低温割れについては，主に炭素鋼や低合金鋼にて

発生が想定される欠陥であるため，当該部材のオーステナ

イト系ステンレス鋼においては，低温割れの発生は無い。 

ｂ．スラグ巻込み，融合不良 

    当該箇所は溶接検査対象であることから，第三者機関に

て認可された発電用原子炉施設の溶接士が溶接を実施し，

次の層を溶接する前の形状の修正をする。特にビード間又

はビードと開先面の境界は深い谷のような隙間をなくすよ

うにして管理することで，スラグ巻込み，融合不良が発生

しないようにしている。また，溶接棒は吸湿により性能劣

化となるため，適切に管理された溶接棒の選定をしており，

施工法においてもクラス 1と同等の要領であることから，

スラグ巻込み，融合不良による欠陥発生の可能性は低い。 

 

  

 (2) 施工上の観点 

  ａ．残留熱除去系停止時冷却系供給ライン（建設時） 

    当該箇所については，穴加工された管台と母管の溶接時

に管台内面を不活性ガスによりバックパージを実施するこ

とで，完全溶け込み溶接としている。また，最終層まで溶

接した後に規定する寸法値になるように座内面を追加加工

することで開先の裏まで溶け込んだ初層溶接部※が除去さ

れることで，溶接による内部欠陥のリスクが低減されてい

る。 

 

   ※初層部に溶接欠陥が発生しやすい要因 

    当該溶接部の開先形状は，初層部の開先が狭く，溶接棒

の操作性が悪いため，溶接が困難。 
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別 3-2図 管台施工概略図 

 

  

 ｂ．残留熱除去系停止時冷却系戻りライン（改造時） 

    当該箇所については，管台と母管を最終層まで溶接した

あとに穴あけ加工を実施する施工方法であることから，溶

接部において最も溶接欠陥が発生しやすいと考えられる初

層部※は穴あけ切削時に除去されることで，溶接による内部

欠陥のリスクが低減されている。 

    また，本施工を現地ではなく溶接がしやすいような作業

環境，条件が確保される工場で実施しているため，欠陥発

生リスクはさらに低減される。 

 

   ※初層部に溶接欠陥が発生しやすい要因 

    当該溶接部の開先形状は，初層部の開先が狭く，溶接棒

の操作性が悪いため，溶接が困難。 

 

 

  

 

 

別 3-3図 管台施工概略図 

  

 (3) 検査の観点 

   当該箇所は，溶接検査対象であることから，当時の法令に

従い，適切な手段を経て技術的妥当性が確認された施工法及

び技量により施工されている。また，溶接検査にて適切な施

工法及び技量が適用されていることを確認しており，溶接施

工に関する全ての作業は，都度適切に管理され，溶接の各段

階における欠陥発生に対する予防措置が十分に講じられてい

る。 

   当該溶接部は，溶接検査において 1／2ＰＴ検査の前工程で

ある材料検査，開先検査，溶接検査の各工程において所定の

  

管台 管台 管台

溶接金属 溶接金属

母管 母管 母管

座内面の追加加工後最終層溶接後初層溶接後

溶接金属

37



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

検査に合格しているとともに，後工程の最終層ＰＴ検査，耐

圧・外観検査についても合格している。 

   また，当該溶接部の最終層には上述の欠陥は発生していな

いことからも，1／2層位置でも同等の品質は得られていると

考える。 

 別 3-2表 欠陥の発生の可能性 

 

  

    別 3-2表の検討結果に示すように，当該箇所において，想

定される内在欠陥の発生の可能性は考え難い。 

   なお，ニューシアにより過去にＢＷＲプラントで当該箇所

を起因とした損傷事例を調査するとともに，継続的にニュー

シア情報を確認しているが，内在欠陥を起点とした損傷の情

報は，確認されておらず，可能性は極めて小さいと考える。 

 

  

 3. 1／2ＰＴ検査の代替検査の可否 

  原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の小口径管の管台と母

管の溶接継手については，1／2ＰＴ検査を実施していないが，

代替検査としてＵＴ検査（超音波探傷試験による体積検査），Ｒ

Ｔ検査（放射線透過試験による体積検査）の実施可否を検討し

た。 

  

 (1) ＵＴ検査 

   以下の理由により，ＵＴ検査では探傷できない。 

  ・当該溶接部は管台溶接部であり，管台側に斜角探触子を置

いて探傷した場合，溶接部に超音波がほとんど入らない。 
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  ・母管内面側からの探傷は，既に当該配管が発電所に据え付

けられているため，探触子をアクセスさせることができず，

探傷できない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) ＲＴ検査 

   ＲＴ検査では，試験部の放射線の透過厚さが均一であり，

フィルム及び透過度計を線源の照射方向に対して直角かつ，

試験部に隙間なく設置することで，溶接規格に規定の濃度及

び具備すべき透過度計の基準穴を満足した撮影をすることが

できる。これを満足するような当該の管台溶接の撮影配置を

考えると別 3-5図のとおりとなる。 

   しかし，この撮影配置では試験部の放射線の透過厚さが均

一でなく，また，フィルムは狭隘形状のために試験部に隙間

なく設置することができず，溶接規格に規定の濃度及び具備

すべき透過度計の基準穴を満足した撮影ができないため，適

切なＲＴ検査を実施することはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 4. 劣化モード 

  当該箇所の供用期間中の劣化モードについて，使用条件等か

ら発生の可能性を検討した。検討結果を別 3-3表に示す。 

 

  

別 3-4 図 ＵＴ検査概略図 

探触子 

別 3-5 図 ＲＴ検査概略図 

線源 

フィルム 
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 別 3-3表 劣化モードの検討 

 

  

   別 3-3表に示すように，当該ラインに劣化モードを想定する

ならば外面からの疲労である。ただし，当該ラインは，プラン

ト運転中は隔離されており，出力運転時及びライン使用時とも

に従来の原子炉冷却材圧力バウンダリ範囲に比べ低圧，低温の

環境条件に限られることから，損傷が発生する可能性は極めて

低いと考えられる。 

 

  

 5. 点検方法及び点検頻度 

  これまでの検討結果より，当該箇所の健全性は確保されてい

るとともに，損傷が発生する可能性は極めて低いと考えられる。

このため当該箇所については，維持規格に基づくクラス1機器供

用期間中検査に定められる検査方法（漏えい検査）及び検査頻

度（100％／1定検）による検査を実施することで健全性を継続

監視することが妥当であると考える。 

  また，当該箇所はこれまでもクラス 1 機器供用期間中検査に

組込み，漏えい検査を実施しており，異常は認められていない。 
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別紙３ 

原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の抽出プロセスについて 

 

 

 

 

 

別紙 4 

原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の抽出プロセスについて 

 

 

 

 

別紙３ 

原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の抽出プロセスについて 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

■抽出プロセス 

STEP0（母集団の確認） 

・原子炉圧力容器全体構造図を用いて，原子炉圧力容器のノズ

ルを抽出する。 

・配管計装線図を用いて，ノズルに接続される配管を抽出する。 

 

・第２隔離弁までの範囲について，要求される機能，配管口径，

内部流体を確認する。 

 

【抽出プロセス】 

STEP0（母集団の確認） 

 ・原子炉圧力容器全体構造図を用いて，原子炉圧力容器のノズ

ルを抽出する。 

 ・配管計装線図を用いて，ノズルに接続されている配管を抽出

する。 

 ・第 2隔離弁までの範囲について，要求される機能，配管口径，

内部流体を確認する。 

 

【抽出プロセス】 

ＳＴＥＰ０ 

 

 

・系統図を用いて原子炉圧力容器に接続される全ての配管系を

抽出する。 

 ・第２隔離弁までの範囲について，要求される機能，配管口径，

内部流体を確認する。 

 

 

STEP1（隔離弁を設けない配管（規則の解釈第 17 条第 3 項に基

づき除外される範囲）の抽出） 

・原子炉の安全上重要な計測又はサンプリング等を行う配管で

あって，その配管を通じての漏えいが十分許容される程度に

少ないもの，過圧防護の機能を持つ安全弁を設置するための

ものを抽出する。 

※その配管を通じての漏えいが十分許容される程度に少ない

ものとは，液相で 25A 以下，気相で 50A 以下の配管を指す

STEP1（隔離弁を設けない配管（規則の解釈第 17条第 3項に基づ

き除外される範囲）の抽出） 

 ・原子炉の安全上重要な計測又はサンプリング等を行う配管で

あって，その配管を通じての漏えいが十分許容される程度に

少ないもの，過圧防護の機能を持つ安全弁を設置するための

ものを抽出する。 

  ※ その配管を通じての漏えいが十分許容される程度に少な

いものとは，液相で 36.7mm以下，気相で 73.4mm以下の配

ＳＴＥＰ１ 

従来から隔離弁を設けない配管を抽出する。 

・原子炉の安全上重要な計測又はサンプリングを行う配管であ

って，その配管を通じての漏えいが十分許容される程度に少

ないもの，具体的には水系配管は 25A以下，蒸気系配管の場

合は 50A以下の配管を抽出する（ほう酸水注入系配管は水系

配管で 40Aであるが，炉内開口部面積から除外する：別紙４

参照）。 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

②の相違 
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（別紙４参照） 

 

管を指す。（別紙 5参照） 

 

・過圧防護の機能をもつ安全弁を設置する配管を抽出する。 

 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

東海第二は，ほう酸水

注入系配管の除外につ

いて別紙６にて記載し

ている 

STEP2（範囲が拡大される可能性のあるものの抽出） 

 

・通常時開及び事故時閉となる弁を有する配管を抽出する。 

・通常時閉及び原子炉冷却材喪失時開となる弁を有する非常用炉

心冷却系統等を抽出する。 

STEP2（範囲が拡大される可能性のあるものの抽出） 

 

 ・通常時開及び事故時閉となる弁を有する配管を抽出する。 

 ・通常時閉及び原子炉冷却材喪失時開となる弁を有する非常用

炉心冷却系統等を抽出する。 

 

ＳＴＥＰ２ 

従来から第２隔離弁を含むまでの範囲を抽出する。 

・通常時開及び事故時閉となる弁を有する配管 

・通常時閉及び原子炉冷却材喪失時開となる弁を有する非常用炉

心冷却系等 

 

STEP3（拡大要否の検討） 

 

・通常時又は事故時に開となる「おそれがある」通常時及び事

故時閉となる弁を有する配管を抽出する。 

※弁の誤操作処置を講じている場合は，「おそれがある」には

該当しないとし，第１隔離弁を含むまでの範囲とする（2.2 

誤操作防止処置対象弁の運用及び管理について参照） 

 

STEP3（拡大要否の検討） 

 

 ・通常時又は事故時に開となる「おそれがある」通常時及び事

故時閉となる弁を有する配管を抽出する。 

  ※ 弁の誤操作防止措置を講じている場合は，「おそれがあ

る」には該当しないとし，第 1 隔離弁を含むまでの範囲

とする（2.2 誤操作防止措置対象弁の運用及び管理につ

いて参照）。 

ＳＴＥＰ３ 

第２隔離弁を含むまでの範囲に拡大されるものを抽出する。 

・通常時又は事故時に開となるおそれがある※通常時閉及び事故

時閉となる弁を有する配管 

※弁の誤操作処置を講じている場合は，「おそれがある」には

該当しないとし，第１隔離弁を含むまでの範囲とする。

（「2.2 誤操作防止措置対象弁の運用及び管理」参照） 
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別紙４ 

ほう酸水注入ラインが原子炉冷却材圧力バウンダリから除外され

る理由 

１. 差圧検出・ほう酸水注入系配管の構造

差圧検出・ほう酸水注入系配管の炉内構造を図１に示す。

図１ 差圧検出・ほう酸水注入系配管の炉内構造図 

２. 原子炉冷却材圧力バウンダリから除外される理由

原子炉圧力容器の外側でほう酸水注入ラインが破断した場合，

原子炉冷却材は，ほう酸注入孔及び差圧検出ノズルへ流入し，原

子炉圧力容器の外側の破断口から漏えいする。ほう酸水注入ライ

ンは 40Aの水系配管であるが，原子炉圧力容器内の開口部断面積

（ほう酸水注入孔及び差圧検出ノズルの断面積の合計）は 25A配

管の断面積より小さいことから，原子炉冷却材圧力バウンダリか

ら除外される。 

表１ ほう酸水注入系配管の原子炉圧力容器内開口部断面積 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

②の相違

・資料構成の相違

【東海第二】 

東海第二は，ほう酸水

注入系配管の除外につ

いて別紙６にて記載し

ている 
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別紙 4 

原子炉冷却材圧力バウンダリから除外される配管口径の求め方 

KK6/7 における原子炉冷却材圧力バウンダリから除外される配

管口径の求め方を以下に示す。 

(1)前提条件 

ａ．原子炉は通常運転状態とする。 

 

ｂ．原子炉圧力容器の水位は一定とする。 

ｃ．制御棒駆動機構からの補給水量は，制御棒１本当たりのパー

ジ水量設計値（0.7～1.3 L/min）の最低流量（0.7 L/min）と

し，全制御棒数 205本分のパージ水量を，Ｗ1＝8.6×103 kg/hr

とする。 

ｄ．原子炉各隔離時冷却系（以下，RCICとする）の補給水量は，

RCIC ポンプの定格流量 188×103 kg/hr から RCIC 補機への流

量（約 6.0×103 kg/hr）を差し引いた流量Ｗ2＝182×103 kg/hr

とする。 

ｅ．給水系の給水流量変動幅は考慮しない。 

別紙 5 

原子炉冷却材圧力バウンダリから除外される配管口径の求め方 

 東海第二発電所において，原子炉冷却材圧力バウンダリから除

外される配管口径の求め方を以下に示す。 

(1) 前提条件 

  ａ．原子炉は通常運転状態とする。 

 

  ｂ．原子炉圧力容器の水位は一定とする。 

  ｃ．制御棒駆動水圧系からの補給水流量は，3.5L／secであ

り，常温における補給水量は，209.6kg／minとなる。 

 

 

  ｄ．原子炉隔離時冷却系の補給水流量は，37.9L／secであり，

常温における補給水量は，2269.9kg／minとなる。 

 

 

  ｅ．給水系の給水流量変動幅は考慮しない。 

 

３. 原子炉冷却材圧力バウンダリから除外される配管口径の求め

方 

 

(1) 前提条件 

ａ．原子炉は通常運転状態とする。（原子炉圧力は，主蒸気逃がし

安全弁の安全弁最低設定値である 8.14MPaとする） 

ｂ．原子炉圧力容器内の水位は一定とする。 

ｃ．制御棒駆動機構（ＣＲＤ）からの補給水量はＣＲＤ１本当た

りの冷却水量設計値（0.7～1.3L/min）の最低流量（0.7L/min）

と考えると，ＣＲＤ137本分の冷却水量は 5.7kg×103/hrとな

る（常温）。 

ｄ．原子炉隔離時冷却系（ＲＣＩＣ）の補給水量はＲＣＩＣポン

プの定格流量 99×103kg/hrからＲＣＩＣ補機（バロメトリッ

クコンデンサ等）への流量（約６×103kg/hr）を差し引いた

流量 93×103kg/hr とする。（常温） 

ｅ．給水系の給水流量変動は考慮しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

(2)算出方法 

以下に示す最大破断直径は流出量（臨界質量Ｇ）が補給水量Ｗ

を下回るよう算出｡ 

 

(2) 計算方法 

   F. J. MOODY “Maximum Flow Rate of Single Component, 

Two-Phase Mixture”に基づき算出する。 

    Amax =
W

G
 

      Amax ：最大破断断面積 

      W ：補給水量 

      G ：臨界質量速度 

          （液相）2,343,681kg／min-m２ 

          （気相） 585,920kg／min-m２ 

    Dmax = 2 × √
Amax

π
 

      Dmax ：最大破断直径 

 

(2) 算出方法 

 

 

 

上記①，②式により，液相，気相それぞれの最大破断直径を求め

る。 

 

(3)算出結果 

(1)，(2)より，小口径配管が破断した場合でも原子炉圧力容器

水位に影響を与えない最大破断直径を表１に示す。 

この結果から，小口径配管のうち原子炉冷却材圧力バウンダリ

から除外される配管口径は，設計上の余裕をみて液相，気相それ

ぞれ 25A，50Aを最大としている。 

(3) 算出結果 

   (1)，(2)より，小口径配管が破断した場合でも原子炉圧力

容器水位に影響を与えない最大破断直径を別 5-1表に示す。 

   この結果から，小口径配管のうち原子炉冷却材圧力バウン

ダリから除外される配管口径は，設計上の余裕をみて液相，

気相それぞれ 25A，50Aを最大としている。 

(3) 計算結果 

小口径配管が破断した場合でも原子炉圧力容器水位に影響を与

えない最大破断直径を表２に示す。 

この結果から，小口径配管のうち原子炉冷却材圧力バウンダリ

から除外される配管口径は，設計上の余裕をみて液相，気相それ

ぞれ 25Ａ，50Ａを最大としている。 

 

44



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

表１ 原子炉圧力容器水位に影響を与えない最大破断直径 

 

別 5-1表 原子炉圧力容器水位に影響を与えない最大破断直径 

 

 

表２ 原子炉圧力容器水位に影響を与えない最大破断直径 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 別紙 6 

差圧検出管・ほう酸水注入系配管を原子炉冷却材圧力バウンダリ

から除外できる理由 

 

差圧検出管・ほう酸水注入系配管の配管口径は 40Aであり原子

炉冷却材圧力バウンダリから除外される配管口径（液相 25A）よ

りは大きい。しかしながら，原子炉圧力容器外で破断した場合で

あっても，その漏えい量は，制御棒駆動系及び原子炉隔離時冷却

系からの補給水量よりも少ないため，原子炉冷却材圧力バウンダ

リから除外することができる。 

その考え方を以下に示す。 

  

・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉はほう酸

水注入系配管の除外に

ついて別紙４にて記載 

 

 1. 差圧検出管・ほう酸水注入管の概要 

  差圧検出管・ほう酸水注入管の概要を別 6-1図に示す。 

差圧検出管・ほう酸水注入管は，２重管構造となっており，

差圧検出機能及びほう酸水注入機能を有している。本配管は，

原子炉圧力容器内で，ほう酸注入スパージャ及び差圧検出管に

分岐される。 

  ほう酸注入スパージャには，直径   mmの注入孔が  箇

所に設けられており，ほう酸水注入ポンプで加圧されたほう酸

水はそれぞれの注入孔から原子炉内に注入される。 

差圧検出管は，２重管から分岐後，先端は原子炉圧力容器内

部で開放されており，原子炉圧力容器内の圧力を検出すること

ができる。差圧検出管の先端内径は   mmである。 

 

  

 ２．差圧検出管・ほう酸注入管が破断した場合の原子炉冷却材の

流出 

  原子炉圧力容器の外側で差圧検出管・ほう酸注入管が破断し

た場合，原子炉冷却材は，ほう酸注入スパージャのほう酸注入

孔及び差圧検出管の先端を逆流し，原子炉圧力容器の外側の破

断口から漏えいする。したがって，原子炉圧力容器内の開口面
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積（ほう酸水注入孔及び差圧検出管の先端部の面積の合計）が，

原子炉圧力容器水位に影響を与えない最大破断面積より小さけ

れば，差圧検出管・ほう酸注入管の破断口からの原子炉冷却材

の漏えい量は，制御棒駆動系及び原子炉隔離時冷却系からの補

給水量よりも少ないと考えられ，原子炉冷却材圧力バウンダリ

から除外することができる。 

 

 

 

別 6-1図 差圧検出管・ほう酸水注入管 概要図 

  

 ３．評価結果 

差圧検出管・ほう酸注入管配管の原子炉圧力容器内の開口面

積を別 6-1表に示す。 

差圧検出管・ほう酸注入管の原子炉圧力容器内の開口面積は，

原子炉圧力容器水位に影響を与えない最大破断面積よりも小さ

いことから，原子炉圧力容器外でほう酸水注入系配管が破断し

た場合であっても破断口からの漏えい量は，制御棒駆動系及び

原子炉隔離時冷却系からの補給水量よりも少ないため，ほう酸

水注入系配管（40A）は原子炉冷却材圧力バウンダリから除外さ

れる。 
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 別 6-1 表 差圧検出管・ほう酸水注入系配管の原子炉圧力容器内

開口面積 

 
 

  

 別紙７ 

原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器に使用されているフ

ェライト系鋼に対する管理について 

原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器については，第１

７条第１項第３号において，通常運転時，運転時の異常な過渡変

化時及び設計基準事故時に瞬間的破壊が生じないよう，十分な破

壊じん性を有するものとすることが要求されている。東海第二発

電所においては，フェライト系鋼の脆性的挙動及び急速な伝播型

破断の発生を防止するため，建設当時から告示５０１号等の技術

基準の要求に従って，以下の管理を実施してきている。 

○使用材料管理 

適用規格基準：告示５０１号（昭和４５年） 

 管理事項 ：・材料の選定 

    ・破壊靭性試験の実施 

    ・素材段階での非破壊検査 

（体積検査、表面検査）の実施 

○使用圧力・温度制限 

適用規格基準：ＪＥＡＣ４２０６（１９７３）原子力発電所用

機器の最低使用温度の確認試験方法 

管理事項 ：・耐圧漏えい試験時の試験温度の制限 

○使用期間中の監視 

適用規格基準：ＪＥＡＣ４２０５（１９７３）軽水型原子力発電

所用機器の供用期間中検査 

  

・記載方針の相違 

【東海第二】 

 

 ＪＥＡＣ４２０１（１９７０）原子炉構造材の監

視試験方法 

管理事項 ：・供用期間中検査での欠陥発生有無の確認 

 ・監視試験による脆性遷移温度の管理（原子炉圧

力容器） 

以上 
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別添 1 

 

柏崎刈羽原子力発電所６号及び７号炉 

運用，手順等説明資料 

原子炉冷却材圧力バウンダリ 

 

別添１ 

 

東海第二発電所 

運用，手順等説明資料 

原子炉冷却材圧力バウンダリ 

 

別添１ 

 

島根原子力発電所２号炉 

運用，手順説明資料 

原子炉冷却材圧力バウンダリ 

 

 

第１７条 原子炉冷却材圧力バウンダリ 

 

第 17条 原子炉冷却材圧力バウンダリ 

 

第 17条 原子炉冷却材圧力バウンダリ 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

運用，手順に係る対策等（設計基準） 
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